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＜参考資料＞ 

 

平成 24 年度における経営効率化の実施状況 

 

当社は、原子力損害賠償支援機構と共同で策定した「総合特別事業計画」（平成 24

年５月認定）において、今後、中長期にわたるさらなる徹底した経営合理化を実施し、

平成 24 年度～平成 33 年度の 10 年間で 3 兆 3,650 億円を超えるコスト削減を実現  

することを掲げております。 

 

当社では、これらの計画の実現・達成に向け、徹底的な経営効率化を進めており  

ますが、こうした取り組みを受けた、平成 24 年度における実施状況および収支の  

状況などを取りまとめましたので、お知らせいたします。 

 

１．平成 24 年度の経営効率化の実績 

給与・賞与の削減や退職給付制度の見直し、関係会社との取引価格の削減、燃料価格

や購入電力料の引下げなど、徹底したコスト削減に取り組み、総合特別事業計画における

平成24年度の目標3,518億円を上回る4,969億円のコスト削減を実施しました。 

【コスト削減額】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：億円）

※ 下段の［  ］内は、総合特別事業計画におけるコスト削減額。また、年金制度見直しによる
一時的な影響など、料金原価に含まれない削減額も含む。 

 設備投資削減による償却費減(49)
 中長期にわたる投資計画の抜本的な見直し(11)

60
［44］

減価償却費

4,969
［3,518］

合 計

 工事の中止・実施時期の見直し(149)
 関係会社取引における競争的発注方法の拡大、外部取引先
との取引構造・発注方法の見直し(186)

 システム委託等の中止(308)
 諸費(寄付金等)の削減(14)
 厚生施設の削減・執務スペースの効率化(94)
 普及開発関係費の削減(229)
 テーマ研究の中止(210)
 研修の縮小、消耗品費の削減、その他諸経費の削減(210)

1,401
［1,044］

その他

 燃料価格(単価)の低減(368)
 経済性に優れる電源の活用(406)
 電力購入料金の削減(170)
 卸電力取引所の活用（59）

1,004
［425］

燃料費
購入電力料

 工事・点検の中止・実施時期の見直し(532)
 関係会社取引における競争的発注方法の拡大・工事効率の
向上(132)

 外部取引先との取引構造・発注方法の見直し(62)

726
［292］

修繕費

 人員削減(79)
 給与・賞与の削減(641)
 退職給付制度の見直し(818)
 福利厚生制度の見直し(50)
 各施策の深掘り(191)

主な削減内容(金額)

1,779
［1,714］

H24コスト削減額※

人件費

費用項目
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２．経営効率化の具体的内容 

（１）人件費 

人件費については、給与・賞与の削減や福利厚生制度の見直し、退職給付制度の  

見直しといったコスト削減に取り組みました。 

給与・賞与については、平成 23 年６月より社員の年収削減（一般職 20％削減、   

管理職 25％）を実施しておりましたが、平成 24 年度には管理職についてさらに深掘

りしました。福利厚生制度については、健康保険料の会社負担率の見直しなどを実施

いたしました。退職給付制度については、現役社員のみならず、受給権者（OB）も   

対象とした企業年金制度の見直し（確定給付企業年金の減額）を平成 24 年 10 月より

実施しました。 

これらの取り組みの結果、平成24年度は1,779億円のコスト削減を実現しました。 

 

（２）修繕費 

修繕費については、工事・点検の中止や実施時期の見直し、子会社・関連会社との

取引価格の削減など、「単価」と「量」の両面からコスト削減を実施しました。また、

子会社・関連会社のコスト構造改革、子会社・関連会社や外部取引先への発注方法の

抜本的な見直しなどにも取り組みました。 

その中で、平成26年度までに資材・役務調達における競争調達比率を30%にする  

ため、新規取引先の拡大や参入条件整備などに努めた結果、平成24年度の資材調達 

全体の競争調達比率は23%になりました。 

これらの取り組みの結果、平成24年度は726億円のコスト削減を実現しました。 

 

（３）燃料費・購入電力料 

燃料費・購入電力料については、燃料価格や購入電力料の引下げといった「単価」

の削減に取り組むとともに、経済性に優れる電源や卸電力取引所の活用といった「量」

に関する施策にも取り組むことで、コスト削減を進めました。 

さらに、市場動向を踏まえた機動的な LNG 調達などによる、コスト削減も行い  

ました。 

これらの取り組みの結果、平成24年度は1,004億円のコスト削減を実現しました。 

 

（４）減価償却費 

減価償却費については、中長期にわたる投資計画の抜本的な見直しや電源・基幹系

拡充工事の単価削減などにより、平成24年度は60億円のコスト削減を実現しました。 

 

（５）その他 

その他の費用については、上記（２）修繕費の削減と同様に、子会社・関連会社や

外部取引先への発注方法の抜本的な見直しを通じた固定資産除却費、委託費などの 

削減を行うとともに、必要最低限のものを除く普及開発関係費や研究費などの削減を

行いました。 

これらの取り組みの結果、平成24年度は1,401億円のコスト削減を実現しました。 
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３．最近の収支状況について 

平成 24 年度について、収入面では、料金改定の影響に加え、燃料費調整制度の  

影響により電気料収入単価が上昇したことなどから売上高は増加しました。一方、 

支出面では、全社を挙げて徹底的なコスト削減に努めたものの、原子力発電の全機 

停止に加え、為替レートの円安化による燃料単価の上昇などによる燃料費の増加、 

原子力損害賠償費を特別損失に計上したことなどから、当期純損益は３期連続の赤字

となる 6,943 億円の損失、利益剰余金は△1兆 3,036 億円となり、財務状況は極めて

脆弱な状態となっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度については、現時点において、停止している柏崎刈羽原子力発電所の  

運転計画をお示しできる状況になく、予想を行うことが困難であることから、未定と

しております。 

 

以 上 

(億円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度
（売　　上　　高） (56,433) (48,044) (51,463) (51,077) (57,694)

経 常 収 益 56,833 48,527 52,035 51,843 58,185

経 常 費 用 57,735 46,940 49,324 55,927 61,961

経 常 損 益 △ 901 1,586 2,710 △ 4,083 △ 3,776

当 期 純 損 益 △ 1,131 1,023 △ 12,585 △ 7,584 △ 6,943

(△2.8） (△3.0） (4.7) (△8.6） (0.3）
2,890 2,802 2,934 2,682 2,690

Ｒ Ｏ Ａ
総資産利益率（ ％）

0.2 2.0 2.7 △ 2.2 △ 1.8

利 益 剰 余 金 14,674 14,887 1,491 △ 6,092 △ 13,036

有 利 子 負 債 残 高 77,488 73,844 89,040 82,773 78,920

自 己資本比率（ ％） 16.4 17.1 8.9 3.5 5.7

注１．金額は億円未満を切捨て、販売電力量は億kWh未満を四捨五入
注２．販売電力量の（　）内は、対前年度増加率（％）
注３．ＲＯＡ：営業利益(附帯事業営業利益を含む)／平均総資産

販売電力量（億kWh）


